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おける起債制限比率は24.7％に上り，政令都市の中で市

債発行の制限を受けている唯一の都市となった2)．また，
市民1人当たりの市債残高も100万円を超え最も高くなっ

ている（図2）．これは前述の復旧戦略，すなわち，域

内のストック復旧やそれに伴う産業・経済活動の早期回

復などのために大盆に発行した市債の残高によるものに

他ならない．このように，被災後講じた復旧戦略が，そ

の後の被災地経済や財政状況に影響することは，今後の

防災対策上考慮すぺき教訓といえる．

今後の発生が危倶される東海地震や南海．東南海地震

では，阪神・淡路大震災を超す甚大かつ広域にわたる被

害が予想されている3M)．これに対する強化地域や推進
地域の中には，当然ながら財政規模やその構造，防災対

策レベル，想定される被害規模の異なる市町村が含まれ

る．その大半は，震災前の神戸市のような財政水準には

なく，平常時から地方交付税や地方債による依存財源を

抱えているのも現状である．したがって，各自治体が被

害程度と財政状況を踏まえ，震災に伴う巨額の財政需要

に対し，どのような復旧投資を行うべきか，一方では財

源をどのように確保すべきかといった復旧戦略を検討し

ていくことが重要かつ喫緊の課題といえよう．

従来，復旧・復興対策，事業や生活の経済的支援策に

資することを目的とし，様々な方法によって被災に伴う

経済被害額が推定されてきた（豊田（1996）他5)~'00）．
それらを整理すれば，経済被害を推定する主な視点は，

ストックへの復旧投資に伴う復興需要の誘発，ストック

研究の背景および目的１． 

阪神・淡路大震災（1995）は，市民の生活支援，公共

施設の災害復旧，再開発や区画整理等の復興対策など，

被災地である神戸市に巨額の財政需要をもたらし，地方
公共団体には，通常の想定をはるかに超える資金負担が
求められた．図1は，震災の発生した1994年度から2000

年度までの震災関連事業費（一般会計ベース）の推移お

よび使途内訳を示したものである')．これによると，被
災直後の1994年度は市財政で賄うも，1995年度をピーク

に復興対策，災害復旧，生活支援のための費用が投じら

れ，生活支援費は約1年間，災害復旧費は約3年間，復興

対策費に至っては最近まで継続的に投資されてきた．震

災関連事業費の累計額は全会計で2兆7,077億円，うち一
般会計では2兆507億円に達する．また，一般会計の財源

については，震災に伴う市民所得の減少や家屋等の滅失

によって市税収入が激減するなか，約3分の1が国・県の

支出金で，約2分の1の9,815億円が市債によるものであ
った．このような他に類例のない手厚い財政支援措置の
結果として，被災地における公共事業を中心とする社会

基盤の早期復旧，それに伴う産業や域内経済の活性化は

徐々に進み，経済指標であるＧＲＰ（GmssRegional

Pmducts：地域内総生産）にもその効果は表れた．

しかし，このような復旧戦略のもと，復旧・復興が進

んでいく過程において，被災地における財政状況の悪化

傾向が指摘されるのも事実である．2002年度の神戸市に
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れ回復過程にあったが，９年度には全国的な不況の影響

に加え，復興需要の沈静化が重なり，一転して景気は下

降局面に入った」と被災後３年間の復興需要の存在が大
きかったことを認めている．また，芦谷・地主（1999,

2001）’30,M)は，９０年と９５年基準の被災地産業連関表を
推計し，固定資産形成投資が行われた場合の経済活動に
与える影響の波及効果（付加価値誘発額）を分析し，産

業部門別の復興需要を算定し，その額が経済被害を考え

る上で無視できないことを示している．同様な分析は，
中谷（2000）1ｺでもなされている．

一方，豊田（1996）Ｄは，資本ストックの滅失が経済

被害に与える影響を推定する方法として，産業ごとの生

産関数を想定し，震災以前のデータで推定し，各部門の

資本ストックの滅失による産出高減少分を算出している．

また，中央防災会議（2003）。や静岡県第３次地震被害
想定（2001）1句による東海地震に係る被害想定では，企
業施設の被害やライフライン被害に伴う，各産業部門の

生産・販売基盤喪失による生産性低下を推計している．

下村（1998）’刀は，産業の復興は，壊れた建物や設備
を元に戻すだけで成し遂げられるものではなく，製造業

の流出に伴う人口減少や消費者の商店街．小売市場離れ

等が改善しなければ長期化は避けられないとしている．

静岡県第３吹地霞被害想定（2001）1句では，経済機能支
障として，人的被害の発生を挙げ，従業員の死亡，負傷，

被災が継続的な生産能力の低下を招くとしている．また，

河田・柄谷（2000）1町は，人的被害による域内の生産能
力の低下をＧＲＰとの関係から求め，経済活性化に向け

た域内人口の回復策の重要性を示唆している．

さらに，ストック復旧のための巨額の投資と，それを

賄う地方債，地方交付税などによる財政の悪化について

は，柄谷・林（2002）19)が兵庫県下１０市１０町を対象と

した財政分析を行い，自治体財政にみる震災の影響を比

較検討している．また，池田（1997）200によると，神戸
市財政の破綻の要因と再建の方向を域内の産業およびイ

ンナーシティの問題から定性的に分析している．
以上を整理すれば，被災後のＧＲＰの動向は，①スト

ックへの復旧投資に伴う復興需要の誘発，②ストック滅

失に伴う生産能力の低下，③域内人口の減少による消費

需要の低下，④復旧投資に係る地方債発行等による財務

状況の悪化の４要因によって規定されるといえる．しか

しながら，従来の研究では，それぞれの要因のＧＲＰに

占める影響が個別に算定されてきたが，それでは復旧投

資や人口施策など復旧戦略に伴う総合的な影響が算定で

きない．そこで本研究では，４つの要因を考慮できる総

合的な経済被害推定モデルを提案する．すなわち，被災

後のＧＲＰは①から③の３要因のバランス和（上昇と低

下の組み合わせ）によって推定され，資本ストック復旧

投資戦略や人口回復施策の違いによる経済状況の変化を

把握でき，各自治体の経済復興目標に即した戦略を鱒じ

ることができる．

以上を考慮し，ある地域が被災した場合の域内経済影

響シナリオを図３に示した．これは，まず，事業所や生

産設備の破損，域外への人口転出などの人的．物的被害

に伴い，生産能力の低下や域内消費者の減少といった社

会．経済的な影騨をもたらし，この結果として経済被害，

すなわちＧＲＰという指標，もしくは財政状況に反映さ

れていく過程を表している．
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滅失に伴う生産能力の低下，域内人口の減少による消費

需要の長期的な低下，地方債の発行等による財政状況の

悪化の4つに分類できる．いずれの研究・報告も，「災

害の綿密な被害額を算定することは容易でない」としな

がらも，各側面からの個別精織な経済被害額の推定を目

指しており，それらを包括した経済被害推定モデルは構

築されていない．前述のように，今後必要とされる復旧

戦略に求められる経済被害推定モデルは，財政状況を踏
まえた上，例えば，「ストック被害をどの程度，いつま

でに復旧させるのかといった意思決定が，復興需要の誘

発やストック復旧による生産力の上昇にどの程度影響す

るのか」，また，「何年後までに，どれくらいの人ロ回

復を目指すといった施策が，どの程度域内消費需要の上

昇に寄与するのか」がインタラクティブに推定できなけ

ればならない．

そこで本研究では，４つの側面から経済被害過程をモ
デル化し，被災後の復旧投資戦略を考慮できる総合的な
経済被害推定モデルを構築する．また，本モデルを阪

神・淡路大震災後の神戸市データによって検証した後，

東海地震発生時の静岡県に適用し，異なる復旧投資戦略

を仮定した場合のシミュレーションを行う．

２．経済被害推定モデルの概念

(1)被災後の経済影響シナリオ
従来，経済被害に関する研究や報告において，被災後

のＧＲＰの動向を規定する要因や方法について様々な検

討がなされてきた．

神戸市民経済計算（ZOOO）、によれば，本市経済の概
況として，「震災直後の時期には，復興需要にも支えら

(2)被災後の経済被害（GRP）推定モデル
(1)の経済影群シナリオに基づく被災後のGRP推定の
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図３被災後の経済影響シナリオ
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ここで，凡'(r)：被災後第’期において域内人ロが創出す
る産業jにおけるGRP，〆：産業ｉにおける被災直前の１

人当たりＧＲＰ創出額，Ｐ(O：第ｔ期における域内人口を
表す．

概念図を図４に示した．これによると，まず，GRP実績

値（①）には，ストック復旧投資に伴う復興需要上昇分

（②）が含まれており，それを除くことによって復興需

要が無かった場合，言い換えれば，予算の制約上復旧投

資しなかった（できなかった）場合の純ＧＲＰ（③）が得

られる．また，純ＧＲＰは，域内人口減少による消費需

要の低下分と，ストック滅失による生産能力の低下分に

よって構成されると仮定した．このモデルでは，固定資

産への復旧投資時期，投資額およびその後の負債額を，

復旧戦略に伴う操作可能な変数として外生的に与えうる

ものとした．

(3)ストック滅失に伴う生産力の低下
被災地のストック滅失は，域内の生産力を低下させ，

産業活動を不活性化し，ＧＲＰを低下させる．ここでは，

阪神・淡路大震災後の神戸市における全壊建物棟数と』

それによるＧＲＰ低下量を用いて，産業別の単位ストッ

ク滅失当たりのＧＲＰ低下量を算出した．すなわち，こ

の値が大きいほど，その産業におけるストックへの依存

度が高いことを表している．なお，ＧＲＰ低下量は，被災

後のＧＲＰ実績値から，(1)復興需要によるＧＲＰ上昇量と
(2)人口によるGRP創出量を差し引いた残差とした．

3．経済被害（GRP）推定方法

本モデルでは，ＧＲＰ指標として顕在化する経済被害が

３つの側面による変動のバランス和によって構成される

と定義した．ここでは，各側面のＧＲＰへの影響をモデ

ル化し，被災後のＧＲＰの動向を推定する方法を提案す

る．

FWO=６J.M(２） [3］ 

ここで，Ｆｙ(r)：ストック滅失によるＧＲＰの低下量，〃：
単位ストック滅失当たりＧＲＰ低下鮭，Ｍ(r)：被災後第ｒ
期に残存する全壊建物数（未復旧ストック）を表す．

(1)ストック復旧投資に伴う復興需要
社会・産業面のストック復旧のために，固定資本形成

投資が行われた時，生産関数を通じて各産業部門に需要

は波及していく．その結果，各産業部門には，雇用者所

得や営業余剰等が発生し，それらは再び消費支出として

新たな需要を生み出す．このような生産と消費の波及を

通じて発生した付加価値の総計を「復興需要」と定義す

る．ここでは，復興需要の算定に産業連関分析を用いる．

すなわち，ストック復旧への投資は，最終需要である固

定資本形成の増加をもたらし，その経済全体への波及効

果を復興需要として算定する21)22)．

４．阪神・淡路大霞災後の神戸市データによる経

済被害推定モデルの検証

３．で構築した経済被害推定モデルを，阪神・淡路大鰹

災後の神戸市データを用いて検証する．なお，阪神・淡

路大震災時の社会・産業面の資本ストック全体の被害は

６兆9,000億円，全壊棟数67421棟であり，これに対す
る復旧投資戦略としては，被災後３年間でストックのほ

ぼ完全復旧を目指し，同額の復旧投資を行ったものとす

る酌．なお，神戸市の震災関連事業費によると，各年度
の復旧投資比率は95年度：９６年度：９７年度＝約５：４：

Ｉであり，同じ割合でストックが復旧していくものとし

た．

4Ｘ＝［Ｉ－Ｖ－〃)Ａ］‐'('一Ｍ）４Ｆ［l］
公

ここで，』Ｘ：生産誘発額の合計，Ｉ：単位行列，〃：

移輸入係数を対角成分とする対角行列，Ａ：投入係数，

４Ｆ：投資額を表す．［１－(J-A3rM］．'は開放経済型
逆行列といい，移輸入（県外で生産される）分を控除し

たもので，各産業に対して１単位の最終需要が発生した

場合，どの産業が均衡状態でどれだけ誘発されるかを示

した表である．なお，最終的に得られる復旧投資に伴う

付加価値の誘発額が復興需要によるＧＲＰの上昇分の総

和であり，各年度の復興需要は同年度の投資額の大きさ

によって按分する】o，ただし，阪神・淡路大震災後のよ
うに，復旧・復興をできるだけ急いだ場合，復興需要の

多くは被災周辺都市圏に回ることになり，被災中心地の
産業に回らない可能性がある．本稿では，復旧時（デー

タ制約上，約１年間）には，被災地内でのインフラ整備
も進み，産業の生産能力がある程度回復しているという

仮定を極<ものとする．

(1)ストック復旧投資に伴う復興需要
1990年度神戸市産業連関表から求められた開放経済型

逆行列に基づき，６兆9,000億円の固定資本形成投資が
行われた場合の付加価値の誘発額を表１に示す．なお］

本来，被災直前の産業連関表を用いるのが厳密だが，
1995年度以前で最新版が１９９０年度に作成された産業連

関表になる．これによると，神戸市経済への復興需要の

影響は，産業全体で約５兆8,000億円となり，1993年度

の市内総生産（５兆8,821億円，全国ＧＤＰの1.4％）と
ほぼ等しい巨額なものであったことがわかる．また，そ

表１国内総固定資本形成に伴う付加価値の醗発額

（神戸市:６兆９千億円増大の場合.単位:百万円）

1995119961997 

(2)人口減少による長期的な域内消費の低下
被災後，域内消費者である人ロ転出や死者の発生によ

って被災地内の消費力が低下し，それに伴う産業活動の

低下によってＧＲＰは低下する．
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の３１％に当たる約1兆8,000億円が建設部門で，２０％に

当たる約１兆2,000億円が製造部門で生じている．

図５には，１９９０年度から２０００年度までの神戸市の

GRP実績値と，そこから復興需要によるＧＲＰ上昇分を

除いた値（純ＧＲＰとよぶ）の推移を示した．なお，関

西圏による不況等の影響を除き，震災のみの影響を把握

するため，ＧＲＰ実績値と純ＧＲＰのいずれも被災前年度

（1993年度）をｌとして換算し，それぞれの値から関西

圏（1993年度を基準１とする）の推移を除いた．ここで，

関西圏とは被災地周辺都市である大阪市と京都市を含む

地域をさす．

これによると，被災後３年にわたって，建設部門をは

じめ，いずれの産業部門でも復興需要の影響を受けてい

ることがわかる．もし仮に，発災前の神戸市における財

政状況が極めて低迷しており，借金さえできないような

状況，もしくは後に膨らむ財政負担を考え，復旧投資を

全く行わなかったとしよう．この場合のＧＲＰ実績値が，

復興需要を含まないＧＲＰの推移に相当する．すなわち，

被災後３年間の経済水準は大きく落ち込んでいたことが

推察できる．

(2)人ロ減少による長期的な域内消費の低下

人ロ減少による長期的なＧＲＰへの影響をみるために，

1990年度から２０００年度までの神戸市における人ロの推

移と，1993年度における人口ｌ人当たりのＧＲＰ創出額

を求め，それぞれ図６および表２に示した．

まず，神戸市の人口推移をみると，1915年に約１０万

人が減少しており，その後回復基調を示し，2000年には
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図５被災後のＧＲＰに占める復興需要の影響(神戸市:1990-2000年度）
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震災前年人ロの９８％に達している．また，１人当たり

GRP創出額をみると，製造部門，サービス部門，卸売・

小売部門で，１人当たり８８万円，７８万円，６６万円と高

くなっている．このことは，とくにこれらの産業部門で

は，域内の消費者を長期的に失うことが，生産力に大き

な打撃を与えることを示唆している．ここでは，これら

の１人当たりＧＲＰ創出額と各年度の人ロとの積を，人

ロの推移に伴う長期的な経済被害として推定した．

（人）

1060000,0 

L5DOoODO 

10400,0,0 

103DOoOOO 

(3)ストック滅失に伴う生産力の低下
まず，表３に示すように，ストック滅失に伴うＧＲＰ

の低下量を，ＧＲＰ実績値と前述の(1)と(2)で得られた結
果との残差として求めた．次に，阪神・淡路大震災時の

復旧戦略として示したように，３年間で６兆，,000億円

の復旧投資，各年度のストック復旧比率は５：４：１であ

ったことから，各年度の未復旧建物棟数が得られる．以

上の結果を用いて，各産業別の単位滅失棟数当たりＧＲＰ

（年度平均）を算出した．すなわち，復旧戦略として，

「被災後何年目に何棟のストックを復１日させる（＝復旧

投資する）」を意思決定すれば，ストック滅失状況に伴

う域内ＧＲＰの低下が求まる．以後のシミュレーション

には，ここで求めた単位滅失棟数当たりＧＲＰの低下を

用いるものとした．この結果によれば，製造部門の滅失

ストック当たりGRP額が3,240万円と最も高くなってお

り，当該部門では，ストックの滅失が生産力の低下に甚

大な影響を与えることを示唆している．

102000000 

１９９０１９９２199MＩ１９９６１９９８２０００ 

図６神戸市における人口の推移(19902000年）

表２人ロ１人当たりのＧＲＰ創出額(百万円）

圏適…塁壁.卸売･小露倉図･鳳険不曲直裏函働･函個サービス
、．．■．．Ⅱ。０６６４ｕ、ロ５４１ロ４５６n．こ

表３単位ストック(滅失分)当たりＧＲＰ創出額(百万円）

隼虞［GRP鷺諜蓬）蕊復'8纏戯(捺蝿議集雫勢,GRP

(4)モデルによる震災後の神戸市ＧＲＰの推定
以上，本研究で提案する経済被害推定モデルに，震災

後の神戸市データを適用し，復興需要，ストック滅失に

伴う生産力低下，人口減少による長期的な影響について

推定してきた．また，産業部門によって，３つの要因が

生産力に与える影響が異なることも示唆した．

図７には，以上の３側面から算定されたＧＲＰを合わ

せた被災後のGRP推定値と，1990年度から2000年度ま
での神戸市におけるGRP実績値の推移を示した．

これによると，データ数の制限により，定量的な評価

は難しいものの，すべての産業部門で被災後のＧＲＰの

推移が概ね再現できた．とくに，被災直後，すなわち震

災の影響が顕著である時期の推定が可能となっている．

その一方で，被災後の時間経過とともに，全国的な不況

など，震災以外の影響が大きくなるため，ＧＲＰの推定精
度が低くなることは避けられない'2)．また，建設部門に
おいて，推定値と実績値に差がみられる．この理由とし

て，ストック復旧のために被災地外部の建設業者が被災
地に介入し，稼ぐだけ稼いでＧＲＰを域外に持ち出した

分の影響が考慮されていないことが挙げられよう．

読み方について検討したいなお，東海地震が発生すれ

ば,被害影響圏は広域にまたがる可能性があるが，ここ

ではまず静岡県を対象として分析を行うものとする．

対象とする東海地震の危険性を有する静岡県では，

2001年第３次地震被害想定が実施された1句．その結果，
冬の午前５時に発災した場合，県内での大破建物は

150,330棟，死者が5,900人，ストック総被害額は２０８
兆円に達するなど，阪神・淡路大震災を超す甚大な被害
が想定されている．2000年度現在の静岡県の財政状況は，

一般会計歳入決算額が約１．２兆円，うち県債15.9％，国

庫支出金16.8％，地方交付税16.7％を合わせて約５０％

を依存財源に頼っており，震災前の神戸市の財政状況と
ほぼ同じ体質といえる．限られた財源の中，２０．８兆円に

上るストック被害に対して，どのような復旧戦略が選択

しうるのであろうか．ここでは，阪神・淡路大震災と同
じ１９９５年に東海地震が発生したと仮定し，静岡県にお

ける被災後の経済状況を，３つの復旧戦略シナリオの下

で推定する．なお，ストック復旧投資がもたらす付ｶﾛ価
値の誘発額，すなわち復興需要は，1995年度静岡県産業
連関表の開放経済型逆行列（総合大分類）を用いて算出
する2，．

５．経済被害推定モデルの適用事例
一東海地震を想定した静岡県を対象として－

(1)復旧戦略シナリオ４章では，本論文で構築した経済被害推定モデルで，

阪神・淡路大震災後の神戸市におけるＧＲＰ推移の特徴

が再現できた．本論文での最終目標は，このモデルが将

来来るべき災害に適用でき，その分析をもとに，今後講

じるべき復旧戦略を打ち出すことである．ここでは，そ

の第一歩として，経済被害推定モデルを近い将来の発生

が予測される東海地震に適用し，その方法と試算結果の

a)早期ストック完全復旧型
阪神・淡路大震災後の神戸市とほぼ同じ投資戦略を採

用するものと仮定する．ストック被害の早期復旧のため

に20.8兆円を投資し，被災後３年間でストックのほぼ完

全復旧を目指す．また，各年度の復旧投資比率は９５年
度：９６年度：９７年度＝約５：４：ｌであり，これと同じ
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図７経済被害推定モデルによるＧＲＰ推定値と実績値の比較(神戸市:1990-2000年度）

割合でストック（建物棟数）が復旧していくものとする． 該年度のＧＲＰ実績値を合わせて示した．また，シナリ
オ毎に想定される負債残高（上乗せ額）についても示し

ている．ここでは，この結果を踏まえて，ａ)からｃ)のシ
ナリオ別にみた被災後の経済被害状況の特徴を考察する．

b)ストック未復旧型

発災時の財政状況を踏まえ，ストック復旧のための投

資をほとんど行わないものとする．わが国における地方

自治体では，この戦略を採用するとは考えにくいが，あ
えて全国的に不況かつ投資したくても借金さえできない
ような財政状況の場合を想定する．

a)早期ストック完全復旧型
初年度に10.4兆円，３年間で20.8兆円もの初期投資を
行い，早期のストック復旧を実現したため，製造部門に

おいては1995年度から2000年度までに約３．５兆円の累

積経済被害にとどまっている．一方，建設部門では，早
期のストック復旧に伴う復興需要の影響を受けて，計約
3.2兆円ものプラスの経済効果がみられる，また，電
気・ガス・水道部門や卸売・小売部門など，その他の産

業部門においても，早期かつ多額の復旧投資を行った結
果，顕著な経済被害は発生していない．

しかしながら，早期かつ多額の復旧投資によって，各
産業部門の経済被害は抑えられたものの，その反面抱え

る負債は大きい．東海地震による広域かつ甚大な被害や
わが国全体の不況，また，被災後の税収入の低下を考慮

すると，自主財源（貯金）による継続的な債務負担行為
額を担保できなければ，神戸市と同じ復旧戦略を採用す
るのは難しいと推察される．

c)長期ストック復旧型
ａ)の復旧戦略と同様に，ストックの完全復旧を目指す

が，今後の財政状況の悪化を踏まえながら，ゆっくりペ
ースで長期にわたる復旧投資を行うものとする．具体的

には，２０．８兆円を投資し，ａ)の倍に相当する被災後６年
をかけてストックのほぼ完全復旧を目指す．また，各年
度の復旧投資比率は９５年度：９６年度：９７年度：９８年

度：９９年度：２０００年度＝６：５：４：３：２：１であり，期
間中同じ割合でストックが復旧していくものとする．

(2)シナリオ別経済被害シミュレーション

図８には，ａ)からｃ)のシナリオに基づく産業部門別経
済被害シミュレーション結果であるＧＲＰ推定値と，当
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滅失に伴う生産能力の低下，③域内人口の減少によ

る消費の長期的な低下，④復旧投資に係る地方債発

行等による財務状況の悪化の４つを定義した．

GRP指標として顕在化する経済被害は，上記①から

③の３側面による変動のバランス和によって推定で

きるものとし，各側面がおよぼすＧＲＰへの影響分

析の方法を提案した．

経済被害推定モデルを阪神・淡路大震災後の神戸市

データを用いて検証した結果，すべての産業部門で

被災後のGRPの推移が概ね再現できた.

経済被害推定モデルを，阪神・淡路大震災と同じ

1995年に東海地震が発生したと仮定し，静岡県にお

ける被災後の経済状況を，「早期ストック完全復旧

型」，「ストック未復旧型」，「長期ストック復旧

型」の３つの復旧戦略シナリオの下で推定し，被災

後の経済被害過程と財政状況に立脚した考察を行っ
た．

b)ストック未復旧型
被災後ストック復旧に係る投資を行わなかった場合，

製造部門のようなストック依存型産業の受ける経済被害

は顕著であり，1995年度から2000年度までに計14.8兆

円（2002年度静岡県歳入額の１０倍に相当）にも及ぶ．

また，建設部門では，ストック復旧投資に伴う復興需要

が発生しないため，被災後のＧＲＰがほぼＯの状態，す

なわち活動に伴う付加価値が発生しない極めて厳しい状

況が続く．その他の産業部門でも，被災直後からの落ち

込みとその後の長期的に残存する経済被害がみられる．

先にも述べたように，わが国における地方自治体では，

この復旧戦略を採用することは考えにくいが，発展途上

国の被災後の経済状況として十分想定できるシナリオで

はないか．近年発生したインド・グジャラート地震

（2001）やイラン・パム地震（2003）でみられたように，

脆弱な建物の被害は甚大であるが，ストック再建にかけ

る自主財源はなく，地元の産業・経済活動は停滞・衰退

していく．このような本モデルの諸外国への適用も可能

と考えており，今後の課題として検討したい．

3） 

4） 

5） 

今後の課題としては，構築した経済被害推定モデルを，

阪神・淡路大震災後の神戸市データだけでなく，その他

の地域データを用いて検証する必要がある．その際には，

復興需要が被災地内外でどの程度発生したのか等がより

正確に分析できるように，今回十分に考慮できなかった

被災地と周辺地域との社会・経済活動連関についても検

討していかねばならない．また，本研究では，東海地震

後の静岡県における経済被害の推定を行ったが，静岡県

下の市町村レベルでの推定を合わせて実施し，来るべき

東海地震へのきめ細かな復旧投資戦略を検討すぺきと考

える．さらに，経済被害シミュレーションのシナリオと

して，耐震補強補助制度など，事前の対策への投資を行

った場合を想定し，被災後の経済被害状況および財政状

況を見据えた対策の効果を分析していきたい．

c)長期ストック復旧型

製造部門では，ｂ)ほどでないものの，被災後に約１６
兆円の落ち込みがみられたが，その後ストックの継続的

な復旧とそれに伴う復興需要，緩やかな人ロの回復によ

って経済状況は徐々に回復していく．また，建設部門で

は，被災直後から2000年度までに約1.7兆円のプラスの

経済効果がみられる．その他の産業部門の経済状況につ

いても，製造部門と同様，被災直後に落ち込みを経験す

るが，その後緩やかな回復基調がみられる．もっともａ）
の早期復旧投資型に比べれば，経済被害は大きくなって

おり，1995年度から２０００年度までの累計比をとると，

金融・保険業で1.73倍，不動産部門で１．９０倍，運輸・

通信部門で２．７６倍，サービス部門で１．９９倍と推計され
た．

ここでも，ａ)と同じ２０．８兆円をストック復旧のための
資金としたが，投資ペースが遅いため，その後の財政状

況も異なることが推察される．例えば，平常時から，既

に起債制限比率が２０％に近いような場合，ストック復

旧に係る財源を起債によって賄うことができない均．ま

た，自治体内部の留保金がない状況で，地方交付税や国

庫支出金による補填だけでは，ａ)のような被災直後から
の多額の投資は不可能である．被災後からスローペース

で序々に復旧させることで，前述のように迅速な経済回

復は見込めないが，その後の負債残高の急激な増加は避

けられる．人口回復策に力点を置き，税収を増やし，自

主財源の強化を図りつつ，財政悪化の長期化を避けるた

めの債務負担行為計画（返済）を講じることが可能とい

える．
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